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合板工業の構造的変化

　はじめに

　北海道における合仮製造の草創は大正8年といわ

れ，その製造企業数は大正末期に5社，昭和10年代が

8社，20年代前半が10社，そして20年代後半が15社へ

と増加し，以来幾多の曲折を経ながらも比較的恵まれ

た道産有用広葉樹資源を背景として発展してきた。特

に米国市場で道材合板が材質的に好評を得た20年代末

から30年代前半における急激な輸出増加が，北海道合

板工業の本格的な発展への基礎を固めた。

　かくしてその後は，米国市場における持続的な需要

拡大が輸出中心の生産体制を確立させ，しかも日本経

済の高成長に伴った内需の拡大とともに飛躍的な生産

増大を図ってきたわけである。

　しかしその過程には，量産化に伴った生産設備の拡

大と経営資金増，木材需給構造の変化に伴った原料転

換，労働力不足と賃金の著しい上昇，他資本の業界介

入，製品市場構造の変化などによって，その生産構造

にも大きな変貌を余儀なくさせてきた。ここではかか

る構造変化の様相を，特に内外情勢の激動期である30

年代以降に視点をすえて整序してみたい。

　なお，この報告は第6回日本木材学会北海道支部大

会（昭48，11．16）において発表した。

1．業態構造と工場規模

　合板工場の生産形態は，30年代前半まで購入単板の

みによる合板専門工場と，単板製造から合板までの一

貫生産工場とが1部に分離して展開してきた。だがそ

の後は単板工場ないし合板専門工場の経営多角化によ

り，一貫生産の形態がとられた。しかし一貫工場とい

えども，自工場の単板製造量では充足しえずに，大多

数の合板工場は同系列ないし特定の単仮工場をその傘

下においてきたのである。いま44年度実施の調査例か

ら示すと，総工場数40工場中，単板購入を行っている

工場が26工場存在し，その購入量も道内単板生産量の

約60％に相当している。しかもこのうち同系列の単板

工場から購入している工場が18工場で，量的には70％

を占めている。かかる意味からも，合板工業動向の分

析には，単板工業を捨象できないわけだが，ここでは

内容の煩雑さを避けるために一応合板工業に限定し

て，以下その内部構造の変化について考察していく。

　30年以降における合板工業の一般的動向を付表－1

に示した。すなわち工場数は，30年代が30工場前後，

40年代が40工場前後と期間別に大きな変化がない。し

かしこの間に従業員数は2．6倍に，原木消費量は5．1

倍（但し単板工場分を含む），生産能力は13．5倍，そ

して生産量は9．3倍に増加しており，そこに工場規模

の大型化，量産化が極度に伸展したことが認められ

る。この関係をより具体化するために，いま1工場当

りの年間生産能力の上昇率を求めれば，30～34年度ま

でが年率14％，35～39年度まで5％，40～47年度まで

14％と表わされ，特に30年代前半と40年以降における

工場規模の拡大傾向が知られる。これをさらに生産量，

輸出量動向との関連からみれば，30年代の規模拡大は

輸出増に支えられたものといえるし，40年代のそれは

内需の増加に起因してきたと受け止めてよい。

　こうした工場規模の拡大化は，とりも直さず生産設

備が拡充した結果の現われであるが，この関係を付表

－2に示した。表示のごとく主要機械の保有台数は，

常に工場数を上まわる増加傾向にあり，そこに機械化

の伸展が類推しえるのである。かかる設備拡充化のも

とでは，既述のようにこかまでの従業員数の伸びを相

対的に低位に止めることが可能であったわけで，結架

として設備生産性，労働生産性が向上してきたと理解

しえる。いま労働生産性の指標を従業員1人当り生産

量におき，その上昇率を求めると，30年代1が年率16

％，40年代が24％増と表わされる。すなわち労働生産
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性は，輸出中心の生産体制から内需への移行が顕在化

するに伴ってより向上してきたことが知られる。これ

は40年代に入ってから大量生産方式のもとにラワン合

板の専門工場が現出する一方，道材工場におけるラワ

ン合板の生産開始など，生産構造の変貌にも起因する

が，ここではその指摘のみに止めておく。

　以上の一般的動向を念頭におき，以下業態と工場規

模の変化について分析結果から要約してみよう。

　先ず業態構造の変化についてふれる。なおここでの

業態区分は，工場における製品出荷額を基準におき，

内需または輸出煩が総出荷額の2／3以上を占める工場

を内需主体工場または輸出主体工場とし，それ以外を

中間工場と表わす。この区分に基づきながら工場数構

成比を求めると，37年度の27工場はそれぞれ32％，48

％，19％と示され　41年度の35工場は40％，37％，23

％，そして47年度の36工場は47％，25％，28％とな

り，この間輸出主体の工場が漸次内需向の生産出荷形

態へ移行してきたといえる。とはいえ輸出向の生産工

場は，数量の多寡を別にしてこの間，全工場数の70数

％を占めてきた点に注目されたい。

　次に業態と工場規模の関係だが，一般には輸出割合

の上昇する工場ほど従業員規模，資本金規模，生産規

模とも拡大する傾向がある。しかしその特徴も近年に

おける内需向生産の上昇傾向とともに稀薄化しつつあ

る。また合板工場の平均的な従業員規模（常用）は，

150～200人であるが，200人未満の工場数が37年度で

58％であったのに対して，47年度には72％となり，従

業員規模が相対的に縮少を辿る工場が増加している。

このことは既に合板工業の一般的動向で述べたような

生産設備の機械化，さらには生産構造の変化などに起

因した現われとみてよい。

　2．工場原木の消費構造

　既述のごとく道内の合板工業は，30年代が外需の，

40年代が内需の拡大に支えられて著しい生産拡大を図

ってきたが，これに伴って当然原材料としての原木消

費量も付表－3に示すように増大の一途を辿ってきた。

しかしその増大は，合板適材としての道材資源が量・

質とも極めて制約を受けてきたため，もっばら外材消

費の拡大に求めてきたのである。すなわち30～47年度

間の道材消費量は僅か2．3倍に過ぎないのに対して，

外材が実に165倍に達している。また道材合板の輸出

が軌道に乗った34，5年頃から現在までは道材が1．5

倍に対して，外材が約10倍と表わされ，外材依存率が

10数％から60％弱と上昇してきた。

　こうした外材消費の急増要因は，合板中芯が従来ま

でのシナを主体とした道材からラワン材へと転換した

ためで，道材資源の絶対的不足はもちろんのこと，生

産効率の面からもその転換を早めてきたことにある。

しかも40年以降には，ラワン合板の本格的な生産段階

を迎えて，その消費拡大に拍車をかけてきたのであ

る。さらに一方では，道材単板の生産歩止りの向上な

ど，高度な生産技術の積極的な導入が，道材充当量を

最少限に止めてきたともいえる。

　ところで上記のような外材消費の増大過程で，特に

注目すべき事項に，工場立地上の変化と外材供給資本

の業界への介入という新たな現象がある。すなわち

前者は，従来までの工場立地が道材産地へ指向してき

たのに対して，40年以降の大型工場が港湾地域へ向け

て新設され，しかも外材専門工場として稼動してきた

ことである。後者は，従来輸出合板の取引面で関与し

ていた商社資本が，外材供給とそれに伴う資金的助成

を媒介にして業界との結合度を強め，それが一部には

商社資本による工場支配ないし系列化の促進となって

現われてきたことである。このことに関連して，44年

度実施の調査結果から若干付言しておこう。合板取引

面で商社を介在させている16工場（出荷量では同年度

総量の86％に相当する）は，その取引が一般的な商行

為であるとするのが5工場に対して，原木購入との関

連ないしは商社の系列的な存在理由を前提とする取引

が11工場である。また対商社取引の工場は，その約半

数が30年代後半から特定商社に固定的であること，そ

して残り半数の工場では，その取引開始を40年以降と

しており，外材依存率が急上昇をたどる時期とほぼ一

致しているのである。以上の内容を勘案すれば，そこ

に取引関係を基底としながらも商社資本による工場系
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列化の進展傾向がうかがえるわけである。

　3．合板の生産構造

　合板生産の一般的動向に関しては既述の通りである

が，ここではさらに付表－4との関連で樹種別に検討

する。

　道産合板の樹種は，大別して道材合板と外材合板に

区分されるが，後者の本格的な生産は40年以降に始ま

るもので，30年代は適材合板にほぼ限定されてきた。

また道材合板は，40年代に入ってそのシェアは相対的

に低下するもののシナ合板を除けば，各樹種とも輸出

向がその大宗を占めてきている。これに対して外材合

板と道材のシナ合板は内需向である。

　付表－4によれば，これまで各樹種の合板とも絶対

的な生産増を示してきたのが明瞭である。しかし30年

代まで50％前後の生産シェアで首位を保ってきたセン

合板が，40年代前半にはシナ，カバ合板とほぼ同率に

30％前後の生産割合を示すことになった。またごく最

近ではセン，カバ合板がそれぞれ20％前後，シナ，ラ

ワン合板がそれぞれ30％前後と表わされる。このよう

な生産樹種の構成変化は，合板市場における需要構造

の変貌にその主因を求めることができるがここでは言

及を省く。ただ輸出向を主体とするセンとカバ合板で

は，両者間の市場に代替関係を有して推移した点を付

言しておく。

　ともあれ40年以降，ラワン合板の生産が急上昇した

ことによって道材合板が相対的に生産シェアを縮少し

ながら樹種構成に変化を伴なってきたのである。

　上記をさらに工場の樹種別合板生産量との関連から

分析した結果を要約しよう。なお下記での特化工場と

は，合板生産量の40％以上が特定樹種によって占めら

れている工場を指している。すなわちシナ，セン，カ

バの主要3樹種に特化する工場は，37年度において総

工場数の62％に相当していたのが，41年度では57％，

47年度は54％と，相対的に減少してきた。これに対し

てこれら樹種以外の工場が相対的に増加してきた。換

言すれば生産樹種が多様化してきたのが知られる。ま

たここで特徴的なことは，これまで生産シェアで主要

な位置を占めてきたセン合板は，それに特化する工場

が2～3工場と極めて少ない点である。さらに47年度

では，シナ合板の生産に特化する工場が13工場，以下

同様にカバが4工場，センが2工場，ブナが2工場，

ラワンが6工場と示され，特化樹種をもたぬ工場が9

工場となっている。なお同年度におけるラワン合板の

特化工場には，それを専門とする4工場以外が道材合

板との同時生産工場である点に注目されたい。

　ところで道材工場でのラワン合板の生産だが，頭初

は道材合仮の輸出不振がもたらした工場稼動率の低下

を補完するためのものであった。すなわち一時的な転

換策としての生産開始であったわけである。しかしそ

の後も引き続いた輸出不振が，その生産を定着させて

きた。一方，一部の工場では本格的な大量生産体制の

ための設備投資のもとに，道材と外材合板の2ライン

方式を確立してきた。しかして47年度には，道材合板

の生産割合を上まわる工場が3工場ほど現出したが，

なお数量の多寡にかかわらずその生産工場は11工場を

数えているのである。

　4．合板工場の経営事情

　対米輸出を中心として展開した北海道の合板工業

は，その企業経営も米国経済の景気動向に大きく影響

を受けてきた。30年以降の対米輸出は，31～32年，35

～36年，40～41年，そして44年からごく最近までと4

度の不況期ないし低迷期を経験してきたが，30年代の

不況は比較的低位で止まり，景気回復期には急激な需

要増と市況の好転を迎えることができた。これに対し

て40年代の不況は，米国経済の極度なインフレ深化に

伴って漫性的なものとなっている。

　こうした影響が工場の経営内容に直接反映されたこ

とは，第1表からも明瞭である。すなわち投下資本な

らびに売上高に対する利益率は，30年代後半から漸次

低下をたどってきたし，同様に短期負債の支払い能力

を表わす流動比率においてもその低下を顕在化させて

きたのである。また30年代は輸出が比較的好況に推移

したこともあって活発な設備投資が図れたのが固定比

率，固定長期適合率などの指標から推測しえる。しか
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第1表　合板企業の主要財務指標

し40年代には輸出不振を主因として大巾な投資がみら

れない。なお同表に示される45年前後の投資上昇は，

輸出合板から内需への設備転換がもたらしたものと考

えられる。

　ところでかような設備投資の資金源だが，これを上

記の2指標を関連させて判断すれば，そこには30年代

を通してみても，その多くの部分が他人資金へ依存し

てきたことが明白である。しかもその他人資金は長期

借入金のみならず短期借入金をも充当せねばならなか

ったことを表わしている。したがって自己資金が運転

資金として運用しえずに全体として他人資本への統存

を一層高め，結果として30年代に20％前後を占めてい

た自己資本率が，最近では15％前後へと低下すること

になったのである。

　最近における工場経営の悪化現象は，以上の指摘か

らも理解しえるが，さらにその様相を第2表に示した

輸出合板の販売原価動向から具体化してみよう。表示

第2表　セン合板の販売原価動向
　　　　　　　　　　（39年＝100）

のごとく輸出市況の低迷はとりも直さず工場出荷価格

の低迷として表わされるが，かかる状況下では，労務

費の上昇を吸収するための設備投資，安価な原木購

入，高騰を続ける道材の最少限充当などによって製造

原価の節減を余儀なくさせてきたのが知られる。しか

し販売原価自体は，営業費等の上昇によってほぼ同水

準で推移した結果，そこには利巾の縮少すなわち収益

性低下の傾向はまぬがれえなかったといえよう。この

もとで46年下期の円切り上げ，その後における為替相

場の変動が，輸出合板を主体とする工場にとって経営

上の新らたな不安定性要因となってきたことは否定で

きない。

　ともあれ以上を結論的にいえば，20年代末からの合

板工業は，すう勢的には対米輸出の好況のもとに資本

蓄積を図りながら成長を遂げてきたといえる。だが40

年代以降，特に近年では輸出市場の不安定性が顕存化

するもとで，合板適材としての道材資源の縮少，原木

価格の高騰，労働力不足と賃金の著しい上昇傾向など

を原因として，その総体的な成長に歯止めをもたらし

てきていることは否定できない。

　かような状況変化に対応した業界は，輸出数量の調

整を図りながら内需への転換はもちろん，道材合板の

新たな国内外市場の開拓，二次加工合板の販路拡張，

さらには外材合板の生産増など，諸種の対策を講じて

いる。なお44年度から5ケ年計画で着手した構造改善

事業は，現在その打開策にむけて本格的な実施段階を

迎えつつある。

　むすび

　以上，30年代以降における合板工業の構造的変化

を，特に生産面にそくして要約してきたが，これらは

また階層別，経営形態別，地域別などによって相違す

る点は言及するまでもない。ともあれ合板工業に限ら

ず各種工業は，本来，製品需要の動向に対応して展開

するものであり，その意味ではこれまでの内容も市場

構造との関連で考察せねばならない。かかる視点から

の究明は機会を改めて検討していくことにする。
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